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北海道における高齢者向け戸建住宅の
改善ニーズに関する事例研究＊
佐藤克之 北海道女子短期大学
抄録
寒冷，積雪の厳しい広域の北海道において，整った高齢者向けの戸建住宅の整備は高齢者の
在宅福祉プロモーションにとって重要な課題である。
本論では，北海道社会福祉協議会の中に設置されている高齢者総合相談センターに於ける住
宅専門相談事例111ケースについて，居住高齢者に共通する基礎的項目，個人別の身体状況に
合わせた配慮項目の計16項目について検討 ・考察をした内容を報告する。
キーワード：戸建住宅，高齢社会，住まいの考え方，住宅相談
1.はじめに
我が国では，平成元年度を住宅元年と位置づけ，これ
までの施設を中心とした社会福祉政策が，高齢者福祉推
進十ヵ年戦略をはじめ健康長寿の街づくり法，デイサー
ビスセンタ一事業，ナイトケア事業，さらに平成5年4
月1日には，福祉関係8法の改正＊注1）での市町村への
措置権移譲，老人保健福祉計画関係の施行＊注2）がおこ
なわれ，新たな時代へと移り，本格的な高齢社会への体
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図ー1 年齢階層別人口の推移（北海道）
（厚生省人口問題研究所「日本の将来推計人口」）
＊ 本研究は，財団法人北海道高齢者問題研究協会助成によ
る， 1987年指定課題研究「寒冷地における老人向け住宅
の建築計画に関する研究」及ぴ1993年自由課題研究「高
齢者向け戸建住宅における改善ニーズ」報告を加筆・修
正したものである。
制づくりが始められている。
北海道でも， 2020年には4人に 1人が65歳以上の高齢
者となり，図－ 1の年齢階層別人口の推移から全国平均
を上回ることが平成2年の国勢調査から予測されてい
る。さらに，表ーし表－ 2の道内市町村高齢者人口比
率では，25%を実際に上回っている村が，大滝村の29.7% 
を最高に浜益村28.3%，泊村27.6%と3村で， 20%を上
回る市町村の割合は， 212市町村中25市町村で， 1割以
上となっている。
この様に，急速かつ確実に高齢化が進行する中で，本
道の市町村は，高齢社会の時代においても「ゆとりと潤
表ー 1 高齢者人口比率の高い市町村
区分
市 部 郡 部
市 名 比率（%） 町村名 比率（%）
1 三笠市 21.8 大滝村 29.7 
2 歌志内市 19.5 浜益村 28.3 
3 赤平市 18.6 i白 村 27.6 
4 夕張市 18.4 洞爺村 24.4 
5 芦別市 18.0 西興部村 24.3 
6 深川市 17.6 利尻町 23.4 
7 岩見沢市 17.1 神恵内村 22.7 
8 士別市 15.8 壮瞥町 22.6 
9 小樽市 15.8 上砂川町 22.5 
10 伊達市 15.1 増毛町 22.3 
11 砂川市 14.5 丸瀬布町 22.3 
12 富良野市 14.5 積丹町 21.9 
13 室蘭市 13.2 栗沢町 21. 7 
14 登別市 13.1 大成町 21.6 
15 名寄市 13.0 寿都町 21.4 
平均 会道 12.0% I市部 10.9% I郡部 15.1% 
(2年国勢調査）
- 49 -
高齢者向け戸建住宅
表－2 高齢者人口比率別市町村数
高齢者人口比率 市部 郡部 全道
20.0%以上 1 24 25 
19.0-19.9% 1 13 14 
18.0-18.9% 3 14 17 
17.0-17.9% 2 29 31 
16.0～16.9% 21 21 
15.0～15.9% 3 26 29 
14.0～14.9% 2 19 21 
13.0-13.9% 4 15 19 
12.0-12.9% 3 6 9 
11.0-11.9% 4 5 9 
10.0-10.9% 3 2 5 
9.0-9.9% 4 4 8 
8.0-8.9% 1 1 
7.0-7.9% 2 2 
6.0-6.9% 1 1 
5.0～ 5.9% 
総 数 32 180 212 
(2年国勢調査）
い」のある人生80年型の「活力ある地域社会づくり」が
求められ，その受け皿としての居住環境，福祉環境整備
の重要性が指摘＊文献1）されている。
特に，北海道は，こうした高齢化の問題と冬期間の厳
しい寒さ，積雪が居住環境に大きく影響し，高齢者への
負担に繋がっていると考える。本研究は，北海道におけ
る高齢者向け戸建住宅に視点をあて，次の内容での継続
的研究を行うものである。
(1）社会的入院患者＊注3）の在宅介護における居住環
境整備
(2) 除雪作業の労力軽減のための住宅配慮
(3）高齢者の家庭内事故等安全性での住宅配慮
(4）普及型高齢者配慮住宅の設計仕様
2.研究の目的
今日，高齢者の居住環境は，加齢あるいは病気・ 事故
などによる身体機能の低下及び提供されるケアサーピス
の内容により，一般住宅からサーピス付住宅，老人ホー
ム，看護 ・医療施設などがあり，この中で生活拠点の移
動を行っている。こうした生活拠点移動に関する建築計
画的研究では，大原本文献2）の提言にまとめられている
ように， 一般的に定住意識，心理的影響，物理的影響，
安全性，経済性などから，高齢者の居住にとっては 「住
み続ける」ことの重要性が指摘される。高齢社会では，
住み慣れた地域の中で，生きがいと安心した生活を維持
するための対策が望まれる。そのためには，健康時から
介護，看護，医療をトータル的に受入れが可能な生活拠
点、の個々の建築条件の見直し，即ち居住環境の整備が必
要である。特に，高齢者の多くが居住する戸建住宅の整
備は，社会的入院患者の減少，障害高齢者の在宅での自
立，高齢者の生きがい持続，高齢による不安の解消など
多くのメリ ットがあると考える。
本研究は，北海道における高齢者向け戸建住宅の改善
ニーズについて調査検討を試みるもので，近年，報告あ
るいは実施されている研究及び施策展開とりわけ平成2
年度に北海道がまとめた高齢化対策企画調査における住
まいの状況，老後の住まい方等の調査結果を参考に，北
海道高齢化総合相談センターでの福祉機器住宅専門相談
事例，昭和63年度から平成3年度までの過去4年間，合
計111件の分析から，北海道の高齢者が抱える戸建住宅
の改善ニーズの特徴を把握することを目的としている。
3.研究の背景
本研究において参考とする研究報告及び施策展開は，
以下に示す内容である。
本研究の視点である戸建住宅の高齢者配慮が本格的に
研究され始めたのは，昭和55年の通商産業省で実施され
た「新住宅開発プロジェクト」の中の「高齢者・身体障
害者ケアシステム技術の開発」であると考える。このプ
ロジェクト以前にも個々に戸建住宅の高齢者配慮が研究
されてはいるが，その多くは，それぞれの障害に合わせ
た身体障害者住宅の延長上の計画・設計の考え方でる。
更に，高齢者を意識した生涯住宅 ＊注4）の言葉が使
用されたのも「新住宅開発プロジェクト」が最初である。
この生涯住宅 ＊文献3）の概念は，次に示す4段階の
レベルが設定されている。
・レベル (I)
平均居住水準以上の住宅規模を確保した普通住宅
・レベル（I)
車椅子使用者にも訪問可能で，かっ歩行困難で車椅子
利用者にも永続的生活ができる住宅
・レベル（il)
住宅の玄関まわり，すべての内部空間，設備が車椅子
利用者にも使用可能な住宅
・レベル（N)
重度の障害者にもできる限りの自立した生活が可能で
あり，かつ家族等による介助が容易な住宅
特に， 「新住宅開発プロジェクト」は，住宅部品の開
発から「高齢者向け戸建住宅」のアプロ チーが行われて
おり，一般メーカーの参加協力により，関口部システム，
キッチンユニット，パスユニット， トイレユニット，洗
面ユニット，重度障害者用居室ユニット，環境制御及び
情報制御コントロー ラー ，水平トランスフ ァー システム，
住宅用エレベータ一等が開発され，昭和59年度に筑波の
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福祉・住宅担当者，施工業者，福祉機器販売業者等への
研修が，建設省との連携・協力による図－ 2の内容で行
われ，北海道では，昭和63年度から実施している。本研
究は，この高齢者向け住宅改造相談における事例につい
ての調査・分析である。
第1巻北方園生活福祉研究所年報
省 1・ 2 省
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図－2 福祉分野と住宅分野の連携の概念図
（財団法人長寿社会開発センター 高齢者の住宅増改築相談マニュアル）
4.間査研究の方法
この調査研究は，北海道における高齢者向け戸建住宅
の改善ニーズを把握するため，北海道高齢者総合相談セ
ンターで行われた昭和63年度から平成3年度までの過去
4年間，合計111件の福祉機器住宅専門相談（以後，専
門相談と示す）事例の検討を，北海道が平成2年度に行っ
た高齢化対策企画調査（以後，道高齢調査と示す）を参
考に調査項目を設定し，平成4年10月から平成5年2月
までの 5カ月間に全体の専門相談1,215件の中から関連
の専門相談を抽出し，相談カルテ・相談記録及び設計図
面等の資料から調査票に記載し集計・分析した。
5.北海道高齢者総合相談センターでの専門相談事例の
内容分析
北海道高齢者総合相談センターは，昭和63年7月に開
設，以来， 4年聞が経過した。相談取扱い件数も述べ1
万件を越え11,108件となった。相談内容は，一般相談と
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通商産業省工業技術院の敷地内に実験住宅の建設がされ
ている。
翌年，北海道では，この建設された実験住宅を参考に，
北海道社会福祉協議会主催で寒冷地仕様の「生涯住宅」
のモデル住宅が建設＊注5）された。このときに検討し採
用した「設計の仕様」は，「生涯住宅の概念」レベル（il)
で，アプローチでの積雪の配慮，スロープ化，玄関の段
差解消，キッチン，サニタリー（トイレ，洗面，浴室）
の車椅子利用者への配慮，水平トランスファーの設置を
行った。
その後，全国的にも「高齢者向け戸建住宅」の研究・
開発は，年々増加し，特に住宅メーカーを中心に実用化
が行われ，「高齢者住宅・生涯住宅」として販売されて
いる。しかし，その伸び率は鈍く，社会的な資産として
高齢者向け住宅のストックは，ほとんど皆無に近い状況
である。この状況は，北海道も同様であり販売担当者の
多くは，その理由として，「高齢者住宅・生涯住宅」は
高価で，特別な住宅とのイメージと高齢社会を目前に，
必要だけれども身体的に障害を持つ場合は，病院へ入院
し，在宅での介護までは考えていない等，購入する側の
意見が聞かれ，そこで販売する側も，これまでと同様の
商品の販売に力を入れているのが実態である。
「高齢者住宅・生涯住宅」における住宅ストックの必
要性についての研究では，平成5年5月に報告＊文献4)
された「高齢者住宅整備による介護費用軽減効果」建設
省，建設政策研究センターの研究が注目できる。この研
究は，「障害高齢者の自立能力の向上を目指した住宅を
整備することにより，介護負担の軽減がどの程度期待で
きるか」について定量的な分析を行ったもので，高齢者
住宅の設計仕様を 2タイプ設定している。
・高齢者住宅I
杖歩行程度の高齢者
（手すりの設置，段差解消等）
．高齢者住宅E
重度障害の高齢者
（高齢者住宅Iの仕様に玄関スロープ設置及びトイ
レ・浴室面積の拡大等）
以上の2タイプの設計仕様で，高齢者住宅への移行を
実施した場合，介護量がどのくらい軽減できるかを算定
し，それを介護市場価格に置き換えることで介護費用軽
減額を求めている。算定の結果 ＊注6），介護費用軽
減効果が十分見込めることを明らかにしている。
施策の展開では，厚生省の高齢者総合相談センタ一事
業がある。この事業は，昭和62年度から 3年計画で各都
道府県に1カ所の総合的な多岐にわたる相談と情報提供
を実施，平成2年度からは，介護機器や介護機器の利用
を踏まえた高齢者向けの住宅改造相談及び各都道府県の
!; 
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高齢者向け戸建住宅
専門相談に区分され，一般相談は相談員によるよろず相
談で，家族・就労・福祉機器などの相談が多い。また，
専門相談は医療・法律・税金・年金・介護健康・福祉機
器住宅の6分野の専門相談員により行われている。専門
相談での過去4年間の相談件数は，表－ 3に示されてい
る様に，全体で1,215件，法律633件（52.1%）で最も多く，
福祉機器住宅専門相談は， 111件（9.1%）である。ここ
での研究は，住宅専門相談事例から戸建住宅における改
善ニーズを把握するため，基礎的な項目から身体状況に
合わせた配慮項目まで16の視点で検討した。
①各年度ごとの相談状況②相談件数③相談者の居住地
④戸建住宅に関する相談状況⑤戸建住宅に関する相談者
の種別⑥戸建住宅に関する相談内容⑦戸建新築における
配慮項目③戸建改造における配慮項目⑨戸建新築におけ
る配慮の目的⑮戸建改造における配慮の目的⑪戸建新
築・改造における対象者の現在の住まいの状況⑫戸建新
築・改造における建設資金についての相談状況⑬戸建新
築・改造における移動・各室の計画・設備の3項目別の
相談状況⑪戸建新築・改造における「移動」についての
4項目の相談内容⑮戸建新築・改造における「各室の計
画」についての13項目の相談内容⑬戸建新築・改造にお
ける「設備」についての12項目の相談内容
①各年度ごとの相談状況（表一 3)
専門相談は，昭和63年度（開設7月） 22件，平成元年
度11件， 2年度46件， 3年度32件であった。平成2年度
の相談件数の伸びは，同センターが行った毎週月曜日の
「地元新聞」の紙面「老後と住まい」での高齢者配慮住
宅に関する広報が大きな要因となっている。このことは，
全ての相談利用経路からも明らかで，他年度の新聞によ
る利用経路が3-4割に対して，平成2年度は， 6割で
あった。また，平成元年度の11件という低い相談件数に
ついては，他の年度で実施している福祉機器展での展示
会場内専門相談窓口を開設していないため， 10件前後少
ない数となったと考えられる。
表－3 各年度ごとの専門相談件数
ヰ尽き 医療 法律 年金 税金 介護 福祉機健康 器住宅
昭和63年度 19 128 38 31 50 22 
平成元年度 24 143 37 18 18 11 
平成2年度 26 183 26 16 31 46 
平成3年度 51 179 51 13 22 32 
主口』 計 120f牛 633件 152件 78件 121件 111件
1,215件 9.9% 52.1% 12.5% 6.4% 10.0% 9.1% 
②相談件数（表－ 4) 
相談件数は， 1回が102件， 2回が3件， 3回が1件で，
合計106件，述べ111件で継続的な利用は少ない。
表－4 相談件数
相談1回
1021＇牛
相談2回
3件
相談3回
1件
③相談者の居住地（表－ 5) 
来所による相談という当初の位置づけから，札幌市内
が69件と全体の6割以上の利用があり，続いて石狩が7
件，空知5件，後志5件，胆振5件，十勝4件，渡島3件，
上川3件，多｜｜路2件，留萌1件，網走1件，根室1件であっ
た。
表－5 相談者の居住地
地 域 件数 地 域 件数
札幌市内 69 上 JI I 3 
石 狩 7 郵｜ 路 2 
ニクE'c 知 5 留 萌 1 
後 志 5 網 走 1 
n.!: 振 5 根 室 1 
十 勝 4 
渡 島 3 A口、 言十 106 
④戸建住宅に関する相談状況（表－ 6) 
戸建住宅の新築についての相談が52件，戸建住宅の改
造が41件，集合住宅7件，その他6件であった。この中
で戸建住宅に関する相談は，新築，改造を合わせると93
件で，全体の約9割近い数値となり，集合住宅の場合に
比べ圧倒的に多い。
表－6 相談状況
相談状況 件 数
戸建て新築 52 
戸 建て改造 41 
集合住宅 7 
そ の 他 6 
三口為 計 106 
⑤戸建住宅に関する相談者の種別（表ー 7)
相談者は，施主及び親族が86件，建設業者あるいは建
設業者を伴ったもの7件となっており， 9割以上が一般
の人々である。また， 1割が建設業者で，自ら相談を受
けに来所するという，これまでの他の住宅相談では見ら
れないケースが含まれた。
表－7 戸建住宅に関する相談者の種別
相談者｜件 数
施主及び親族 I s6 
建設業者｜ 7 
合計 I 93 
? ，??
＠戸建住宅に関する相談内容（表－ 8) 
設計図書を持ち込んだ専門相談が新築で18件，改造6
件，合計24件（25.8%）あり，設計の考え方・資料の説
明及び提供などの設計全般による専門相談が69件
(74.2%）であった。設計図書を持ち込んだ専門相談では，
具体的内容までの検討が行われている。
表－8 戸建住宅に関する相談内容
相談内容 件 数
設計図面 新築 18 
持ち込み 改造 6 
設計全般 69 
I口』 言十 93 
⑦戸建新築における配慮目標（表－ 9) 
52件の中で杖歩行が， 3件（5.8%），車椅子自立， 46
件（88.4%），車椅子介助3件（5.8%），寝たきり 0件
( 0 %）の相談状況で，多くは車椅子の自立であった。
また，車椅子介助の3件全てが痴呆症の高齢者への対応
であった。
表－9 戸建新築における建設資金における配慮項目
杖歩行 ｜車椅子自立 ｜車椅子介助｜寝たきり
5.8% 
(3件）
88.4% 
(46件）
5.8% 
(3件）
③戸建改造における配慮目標（表－10)
0% 
(0件）
41件の中で杖歩行が， 12件（29.3%），車椅子自立， 27
件（65.9%），車椅子介助2件（4.8%），寝たきり 0件
( 0 %）の相談状況で，改造でも車椅子の自立が多く，
車椅子介助の2件も痴呆症の高齢者への対応であった。
表一10 戸建改造における配慮項目
杖歩行｜車椅子自立｜恵椅子介助｜寝たきり
29.3% 
(12件）
65.9% 
(27件）
4.8% 
(2件）
⑨戸建新築における配慮の目的（表ー11)
0% 
(0件）
52件の中では身体的な障害のためが， 25件（48.1%).
現在障害はないが将来のため， 27件（51.9%）で，将来
の配慮のうち24件（88.9%）が同居を望んでの新築で，
残り 3件（11.1%）は老後の夫婦の自立であった。
表ー1 戸建新築における配慮の目的
身体の障害
48.1% 
(25件）
将来の配慮
51.9% 
(27件）
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⑮戸建改造における配慮の目的 （表－12)
41件の中で身体的な障害のためが， 33件（80.5%),
と多く，現在障害はないが将来のためが， 8件（19.5%),
このうち 8件全てが同居を望んでの改造であった。
表－12 戸建改造における配慮の目的
身体の障害
80.5% 
(33件）
将来の配慮
19.5% 
(8件）
⑪戸建新築・改造における対象者の現在の住まいの状況
（表ー 13)
93件の中で在宅が58件（62.4%），入院が35件（37.6%) 
であった。このうち新築52件での在宅は， 35件（67.3%),
病院入院は， 17件（32.7%）であった。改造41件の中で
在宅が，23件（56.1%），病院入院は， 18件（43.9%)
と改造での入院率が高い。また，93件のうち将来的配慮35
件を除いた58件の中での入院は， 35件（60.3%）である。
これらのケースは，住まいの新築・改造を病院での治療
を受けながら待っている状況で，実現できない場合は，
社会的入院となる可能性が高い。
表ー13 戸建新築・改造における対象者の現在の住まい状況
在宅（58件） 入院（35件）
新築 35件（67.3%) 17件（32.7%) 
改造 23件（56.1%) 18件（43.9%)
⑫戸建新築・改造における建設資金についての相談状況
（表－14)
93件の中では20件（21.5%）であった。このうち新築52
件の中では， 3件（5.8%）と少なく，改造41件の中で
は17件（41.5%）と多く，改造に対する資金の問題は大
きい。
表ー14 戸建新築・改造における建設資金に
ついての相談状況
あ る（20件） な い（63件）
新築 3件（5.8%) 49件（94.2%)
改造 17件（41.5%) 24件（58.5%)
⑬戸建新築・改造における移動・各室の計画 ・設備の3
項目別の相談状況（表ー15)
移動についての相談は， 79件（84.9%），各室の計画
が77件（82.8%），設備については， 72件（77.4%）と
いずれも高い。
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表－15 戸建新築・改造における移動・
各室の計画・設備3項目別の相談状況
移 動｜各室の計画｜設 備
84.9% 
(79件）
82.8% 
(77件）
77.4% 
(72件）
⑪戸建新築・改造における「移動」についての4項目の
相談内容（表一16)
「移動」について，特に詳細な相談が求められたのは
新築8件，改造31件，合計39件であった。そのうち新築
では，「段差」 3件（37.5%），「開口部幅員」 2件（25.0%), 
「手すり」 1件（12.5%），「床の材質」 O件（0 %）であっ
た。改造では，「手すり」 13件（41.9%），「段差」 10件
(32.3%）と多く，「開口部幅員」 3件（9.7%），「床の
材質」 O件（0 %）であった。
表一16 戸建新築・改造における「移動」
についての4項目の相談内容
段差 開口部幅員 手すり 床の材質
新築
37.5% 25.0% 12.5% 0% 
(3件） (2件） (1件） (0件）
改造
32.3% 9.7% 41.9% 0% 
(10件） (3件） (13件） (0件）
⑮戸建新築 ・改造における「各室の計画」についての13
項目の相談内容（表－17)
「各室の計画」の，特に詳細な相談は新築8件，改造31
件，合計39件である。そのうち新築では，多い順に「ト
イレ」・「浴室」 5件（62.5%），「洗面所」 4件（50.0%), 
「アプロー チ」 ・「老人室 （専門室）」3件（37.5%），「玄
関」 2件（25.0%），「廊下」 1件（12.5%），その他0
件（0 %）であった。改造では，多い順に「浴室」 22件
(71.0%），「トイレ」15件（41.9%），「洗面所」8件（25.8%),
「アプロー チ」 7件（22.6%) ・「老人室（専用室）」
5件（16.1%），「玄関」 4件（12.9%），「廊下」・「台所」・
「階段」 1件（3.2%），その他O件（0 %）であった。
表ー17 戸建新築・改造における「各室の計画」
についての13項目の相談内容（新築）
アブローチ 玄関 廊下 老人室 居間 食堂 台所等
37.5% 25.0% 12.5% 37.5% 0.0% 0.0% 0.0% 
(3件） (2件） (1件） (3件） (0件） (0件） (0件）
トイレ 浴室 洗面所 洗濯・ テラス 階段物干し 等
62.5% 62.5% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
(5件） (7件） (4件） (0件） (0件） (0件）
（改造）
アプローチ 玄関 廊下 老人室 居間 食堂 台所等
22.6% 12.9% 3.2% 16.1% 0.0% 0.0% 3.2% 
(7件） (4件） (1件） (5件） (0件） (0件） (1件）
トイレ 浴室 洗面所 洗濯・ テラス 階段物干し 等
41.9% 71.0% 25.8% 0.0% 0.0% 3.2% 
(15件） (22件） (8件） (0件） (0件） (1件）
⑮戸建新築 ・改造における「設備」についての12項目の
相談内容 （表－18)
「設備」の，特に詳細な相談は新築8件，改造31件，
合計39件である。そのうち新築では，多い順に「垂直移動」
3件（37.5%）， 「衛生」 2件 （25.0%）「防災」・ 「水
平移動」 1件（12.5%），その他0件（0 %）であった。
改造では，多い順に「融雪」 3件 （9.7%），「暖房」・「衛
生」 2件（6.5%），「’情報」・「防災」・「調理」・「水
平移動」 1件（3.2%），その他0件（0 %）であった。
表一18 戸建新築・改造における「設備」
についての12項目の相談内容
（新築）
給排水 暖房 電 気 照明 換 気 情報スイッチ
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
(0件） (0件） (0件） (0件） (0件） (0件）
防災 調理 衛生 水平移動 垂直移動 融雪
12.5% 0.0% 25.0% 12.5% 37.5% 0.0% 
(1件） (0件） (2件） (1件） (3件） (0件）
（改造）
給排水 暖房 電気 照明 換 気 情報スイッチ
0.0% 6.5% 0.0% 0.0% 0.0% 3.2% 
(0件） (2件） (0件） (0件） (0件） (1件）
防災 調理 衛生 水平移動 垂直移動 融雪
3.2% 3.2% 6.5% 3.2% 0.0% 9.7% 
(1件） (1件） (2件） (1件） (0件） (3件）
北海道高齢者総合相談センターでの専門相談事例から
次のことが言える。
現在の相談は，来所による対応であるため，相談者の
居住地は，札幌市内を中心に石狩地区で7割以上となり，
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道内全域を対象とする相談センターの位置づけから，今
後は各地域で直接対応できる窓口の開設が望まれる。相
談の内容は，戸建住宅の新築が50%，改造が40%，とそ
の多くが戸建住宅の相談で，このうち75%が基本設計以
前の住まいの考え方などの関係資料の収集であった。残
りの25%は，建設業者の作成した設計図書持ち込みによ
る具体的内容での相談である。
専門相談で特異な事例は，建設業者が自ら相談を受け
に来所していることである。この様なケースは，他の住
宅相談にはほとんど見られない。またその割合は 1割以
上にもなり，業者の意識の変化からの積極的な対応とし
て注目すべきことである。
相談者が来所される目的は，「家族等の身体の障害」
が改造の8割以上を占め，新築では「将来の配慮」が5
割以上で，その多くが家族との同居である。
住宅の配慮目標は，新築で「車椅子自立」が8割以上，
「杖歩行」は1割に満たない。改造では「車椅子自立」
が6割以上で，「杖歩行」が3割であった。この状況は，
新築では将来への配慮のため身体的に障害となった場合
でも自立したいとの希望が目標となっており，改造での
杖歩行の割合が高いのは，直面する現実の障害の状況に
よる判断からと推測する。このことは，改造での入院率
の高いことからも考えることができる。さらに，改造相
談において資金の問題も取り上げることができる。また，
実際に病院での医療的ケアが終了して退院を求められて
いる状況（社会的入院）により，困り果てた末の相談も
多い。また，痴呆性の老人についての相談では，配慮目
標でその多くが「車椅子介助」の対応での検討がされ，
新築・改造ともに1割に満たない状況であった。
配慮項目での相談の内容は，新築 ・改造ともに「移動」
「各室の計画」「設備」の3項目全てに高く，そのうち
詳細な相談が求められた内容としては，「移動」での新
築は，床の段差の相談が最も多く，改造では手すりの設
置が多い。「各室の計画」では，新築でトイレ・浴室 ・
洗面所が多く，改造でも同様であった。「設備」では，
新築でホームエレベーター・階段昇降機等の垂直移動設
備，改造では，融雪装置，暖房・衛生（暖房便座含む）
が多い。特に，北海道の戸建住宅は，積雪への配慮およ
びガレージ等の利用での高い基礎の住宅が近年多く，新
築での垂直移動設備の相談は，このような問題からであ
る。今後，新築・改造で同様な問題が増加することが予
測できる。また，除雪はすべての人々の問題でもあり，
特に早朝，除雪車のかき分けた雪が，住宅の出入り口に
圧雪され，さらに冷え込みで凍りつく。こうした状況で
の除雪作業は，大変な重労働で，改造相談での融雪設備
での対策は北国の特徴ともいえる。今後は，除雪作業の
軽減を考慮した住宅配置計画も大きな課題となろう。
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6.まとめ
平成2年度に行われた道高齢調査では，現在の住宅で
健康上の理由で不便を感じているものは，「冬の除雪」
18.7%と最も多く，次に「階段の上り降り」4.8%，「浴室」
3.4%，「トイレ」 2.5%で，さらに，健康上の理由で住
まいの改善を行った内容では，「トイレ」3.8%，「手すり」
3.2%，「浴室」 2.4%であった。また，改善計画では，「住
宅設備・内装の改善」31.0%，「老後に備える」17.8%，「住
宅の広さに不満」 14.7%，「子供との同居」 12.4%で，
工事内容は，「新築」36.9%，「改造」45.0%となっている。
尚，改善計画について困難な理由が「ある」との回答は
38.0%で，その多くは「自己資金不足」 73.5%，「返済
能力不足」 22.4%の資金の問題であった。以上の内容の
多くは，本研究での専門相談においてもほぼ同様の結果
が得られた。さらに，本研究では，「新築」「改造」に分
類し， 16項目での分析を行った。特に「改造」での，資
金問題を含む危機的状況の中の社会的入院のケース。「新
築」では，将来への配慮は子供との同居も合わせて計画
されているケース等，特徴となる事例の検討が行えた。
また，配慮目標は「車椅子自立」であった。特に「新築」
での「将来の配慮」が目的のケースでは，「車椅子自立」
での配慮が適当であると考える。この内容は，通商産業
省の生涯住宅レベル（I）および建設省の高齢者住宅設
計仕様Iとほぼ同程度の配慮である。特に，身体の移行
能力が杖歩行・ー車椅子自立に至るレベルでの段差の解
消，手すりの設置，開口部の幅員確保等「移動」につい
ての配慮が必要に応じ，段階的に対応することが効果的
であると考える。そのためには，十分考慮された平面計
画が求められる。中でも老人室に隣接したトイレ・洗面
所・浴室の配置が，改造での建設費用に大きく影響する
と考える。
本研究では，北海道高齢者総合相談センターの専門相
談事例から高齢者向け戸建住宅の改善ニーズの分析を
行ったが，今後は実施された住宅の平面計画を中心に普
及型高齢者配慮住宅等についての研究を行う。
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注
1) 高齢者の保健福祉の推進等を図るため，住民に最も
身近な市町村で，在宅福祉サービスと施設福祉サーピ
スがきめ細かく一元的かつ計画的に提供される体制づ
くりを進めるための改正が主たる趣旨である。
2) 市町村は，老人福祉法に基づく福祉の措置の実施計
画，老人保健法に基づく医療等以外の保健事業実施計
画を策定する。都道府県は，福祉の措置事業及び保健
事業に関する供給体制の確保について計画を策定す
る。
3) 病状が安定あるいは完治し，在宅生活にもどれる状
況においても継続的に入院をしている者と定義する。
特に，冬期間の厳しい寒さ，積雪等の気候条件からの
影響が大きいと考える。これが老人医療費に顕著に現
れ，北海道は毎年の老人一人当たりの医療費が全国1
位となっている 1つの要因と考えられる。
4) 障害状況が変化しでも，段階的に障害の状況に合わ
せ増改築が可能な計画・設計がされている住まいと定
義する。
5) 著者が基本設計を行っている。
6) 建設費用の増加は，高齢者住宅Iで54万円，高齢者
住宅Eで400万円で介護費用軽減額は，それぞれ280万
円と450万円となり，費用対効果は，高齢者住宅Iで5.2
倍，高齢者住宅Eで1.1倍であった。さらに，将来人
口推計を用いて1995年から高齢者住宅への入居が実施
され2025年までの介護費用軽減効果は， 11.5兆円の経
済効果が期待できるとしている。
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Case Study on the Necessity of Improvement of 
Detached Houses for the Aged in Hokkaido 
Katuyuki Sato, M. Eng, Hokkaido Women’s College 
Abstract 
The aim of this case study was to point the most effective improvements for detached houses and to increase 
the number of houses equipped to be satisfied the needs of the aged. 
We have surveyed 111 cases which had consultation about housing problem at Hokkaido Sougou Soudan Center 
for the aged, 1989-1990. Fourty nine %。fthe 111 cases had consultation for newly-build houses, thirty eight 
pont seven % for rebuilding, six point six % for apartments and five point seven % for others. 
It was discussed that eighty four point nine % for movement.eighty two point eight % for room planing and 
seventy seven point four % for equipment among ninety three cases of newly building and rebuilding houses 
were consulted with the above mentioned center. 
Key Word: detached house, the aging society of housing, theory of housing, housing consultaion 
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